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別添一 

 標準業務は、設計又は工事監理に必要な情報が提示されている場合に、一般的な設計受託契約又は

工事監理受託契約に基づいて、その債務を履行するために行う業務とし、その内容を以下に掲げる。 

 

１ 設計に関する標準業務 

一 基本設計に関する標準業務 

建築主から提示された要求その他の諸条件を設計条件として整理した上で、建築物の配置計画、

平面と空間の構成、各部の寸法や面積、建築物として備えるべき機能、性能、主な使用材料や設

備機器の種別と品質、建築物の内外の意匠等を検討し、それらを総合して、別添二第一号から第

十二号までに掲げる建築物並びに第十三号及び第十四号に掲げる建築物（木造のものを除く。）に

あってはロ（１）に、別添二第十三号及び第十四号に掲げる建築物（木造のものに限る。）並びに第十

五号に掲げる建築物にあってはロ（２）に掲げる成果図書を作成するために必要なイに掲げる業務を

いう。 

イ 業務内容 

 

項目  業 務 内容  

(1) 設計条件等の整理  (ⅰ) 条件整理 
 

耐震性能や設備機能の水準など建築主から提示される
さまざまな要求その他の諸条件を設計条件として整理
する。 

(ⅱ) 設計条件の変更
等の場合の協議 

建築主から提示される要求の内容が不明確若しくは不
適切な場合若しくは内容に相互矛盾がある場合又は整
理した設計条件に変更がある場合においては、建築主
に説明を求め又は建築主と協議する。 

(2) 法令上の諸条件の調
査及び関係機関との打
合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件
の調査 

基本設計に必要な範囲で、建築物の建築に関する法令
及び条例上の制約条件を調査する。 

(ⅱ) 建築確認申請に
係る関係機関との
打合せ 

基本設計に必要な範囲で、建築確認申請を行うために
必要な事項について関係機関と事前に打合せを行う。 

(3) 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の
調査及び関係機関との打合せ 

基本設計に必要な範囲で、敷地に対する上下水道、ガ
ス、電力、通信等の供給状況等を調査し、必要に応じ
て関係機関との打合せを行う。 

(4) 基本設計方針の策定 (ⅰ) 総合検討 設計条件に基づき、様々な基本設計方針案の検証を通
じて、基本設計をまとめていく考え方を総合的に検討
し、その上で業務体制、業務工程等を立案する。 

(ⅱ) 基本設計方針の
策定及び建築主へ
の説明 

総合検討の結果を踏まえ、基本設計方針を策定し、建
築主に対して説明する。 

(5) 基本設計図書の作成 基本設計方針に基づき、建築主と協議の上、基本設計
図書を作成する。 

(6) 概算工事費の検討 基本設計図書の作成が完了した時点において、当該基
本設計図書に基づく建築工事に通常要する費用を概算
し、工事費概算書（工事費内訳明細書、数量調書等を
除く。以下同じ。）を作成する。 

(7) 基本設計内容の建築主への説明等 基本設計を行っている間、建築主に対して、作業内容
や進捗状況を報告し、必要な事項について建築主の意
向を確認する。また、基本設計図書の作成が完了した
時点において、基本設計図書を建築主に提出し、建築
主に対して設計意図（当該設計に係る設計者の考えを
いう。以下同じ。）及び基本設計内容の総合的な説明を
行う。 
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　【Q40添付資料】
　　建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準（H31年国土交通省告示第98号）
　　より抜粋

　　設計については「１　設計に関する標準業務」を、
　　工事監理については「２　工事監理に関する標準業務」を参照ください。
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ロ 成果図書 

（１） 戸建木造住宅以外の建築物に係る成果図書 

設計の種類 成果図書 

(1) 総合 ① 計画説明書 
② 仕様概要書 
③ 仕上概要表 
④ 面積表及び求積図 
⑤ 敷地案内図 
⑥ 配置図 
⑦ 平面図（各階） 
⑧ 断面図 
⑨ 立面図 
⑩ 工事費概算書 

(2) 構造 ① 構造計画説明書 
② 構造設計概要書 
③ 工事費概算書 

(3) 設備 (ⅰ) 電気設備 ① 電気設備計画説明書 
② 電気設備設計概要書 
③ 工事費概算書 
④ 各種技術資料 

(ⅱ) 給排水衛生設備 ① 給排水衛生設備計画説明書 
② 給排水衛生設備設計概要書 
③ 工事費概算書 
④  各種技術資料 

(ⅲ) 空調換気設備 ① 空調換気設備計画説明書 
② 空調換気設備設計概要書 
③ 工事費概算書 
④  各種技術資料 

(ⅳ) 昇降機等 ① 昇降機等計画説明書 
② 昇降機等設計概要書 
③ 工事費概算書 
④ 各種技術資料 

（注 ）  １  建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

2 (1)から(3)までに掲げる成果図書に記載すべき事項をこれらの成果図書のうち他の成果図書に記載す

る場合がある。 

３  「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計をとりまとめる設

計を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建築物の設備に関する設計をいう。 

４  (2)及び(3)に掲げる成果図書は、(1)に掲げる成果図書に含まれる場合がある。 

５  「昇降機等」には、機械式駐車場を含む。 

６  「計画説明書」には、設計主旨及び計画概要に関する記載を含む。 

７  「設計概要書」には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 

 

（２） 戸建木造住宅に係る成果図書 

設計の種類 成果図書 

(1) 総合 ① 仕様概要書 
② 仕上概要表 
③ 配置図 
④ 平面図（各階） 
⑤ 断面図 
⑥ 立面図 
⑦ 工事費概算書 

(2) 構造 ①  仕様概要書 
②  工事費概算書 

(3) 設備 ①  仕様概要書 
②  設備位置図 （電気、給排水衛生及び空調換気） 
③  工事費概算書 

 (注 ) １ 建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

２ (1)から(3)までに掲げる成果図書に記載すべき事項をこれらの成果図書のうち他の成果図書に記載す 

る場合がある。 
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３ 「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計をとりまとめる設計

を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建築物の設備に関する設計をいう。 

４ (2)及び(3)に掲げる成果図書は、(1)に掲げる成果図書の中に含まれる場合がある。 
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二 実施設計に関する標準業務 

工事施工者が設計図書の内容を正確に読み取り、設計意図に合致した建築物の工事を的確に行

うことができるように、また、工事費の適正な見積りができるように、基本設計に基づいて、設

計意図をより詳細に具体化し、その結果として、別添二第一号から第十二号までに掲げる建築物

並びに第十三号及び第十四号に掲げる建築物（木造のものを除く。）にあってはロ（１）に、別添二第

十三号及び第十四号に掲げる建築物（木造のものに限る。）並びに第十五号に掲げる建築物にあっ

てはロ（２）に掲げる成果図書を作成するために必要なイに掲げる業務をいう。 

イ 業務内容 

項目 業務内容 

(1) 要求等の確認 (ⅰ) 建築主の要求等の確
認 

実施設計に先立ち又は実施設計期間中、建築主の要
求等を再確認し、必要に応じ、設計条件の修正を行
う。 

(ⅱ) 設計条件の変更等の
場合の協議 

基本設計の段階以降の状況の変化によって、建築主
の要求等に変化がある場合、施設の機能、規模、予
算等基本的条件に変更が生じる場合又はすでに設
定した設計条件を変更する必要がある場合におい
ては、建築主と協議する。 

(2) 法令上の諸条件の
調査及び関係機関と
の打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調
査 

建築物の建築に関する法令及び条例上の制約条件
について、基本設計の内容に即した詳細な調査を行
う。 

(ⅱ) 建築確認申請に係る
関係機関との打合せ 

実施設計に必要な範囲で、建築確認申請を行うため
に必要な事項について関係機関と事前に打合せを
行う。 

(3) 実施設計方針の策
定 

(ⅰ) 総合検討 基本設計に基づき、意匠、構造及び設備の各要素に
ついて検討し、必要に応じて業務体制、業務工程等
を変更する。 

(ⅱ) 実施設計のための基
本事項の確定 

基本設計の段階以降に検討された事項のうち、建築
主と協議して合意に達しておく必要のあるもの及
び検討作業の結果、基本設計の内容に修正を加える
必要があるものを整理し、実施設計のための基本事
項を確定する。 

(ⅲ) 実施設計方針の策定
及び建築主への説明 

総合検討の結果及び確定された基本事項を踏まえ、
実施設計方針を策定し、建築主に説明する。 

(4) 実施設計図書の作
成 

(ⅰ) 実施設計図書の作成 実施設計方針に基づき、建築主と協議の上、技術的
な検討、予算との整合の検討等を行い、実施設計図
書を作成する。なお、実施設計図書においては、工
事施工者が施工すべき建築物及びその細部の形状、
寸法、仕様並びに工事材料、設備機器等の種別及び
品質並びに特に指定する必要のある施工に関する
情報（工法、工事監理の方法、施工管理の方法等）
を具体的に表現する。 

(ⅱ) 建築確認申請図書の
作成 

関係機関との事前の打合せ等を踏まえ、実施設計に
基づき、必要な建築確認申請図書を作成する。 

(5) 概算工事費の検討 実施設計図書の作成が完了した時点において、当該
実施設計図書に基づく建築工事に通常要する費用
を概算し、工事費概算書を作成する。 

(6)  実施設計内容の建築主への説明等 実施設計を行っている間、建築主に対して、作業内
容や進捗状況を報告し、必要な事項について建築主
の意向を確認する。また、実施設計図書の作成が完
了した時点において、実施設計図書を建築主に提出
し、建築主に対して設計意図及び実施設計内容の総
合的な説明を行う。 
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ロ 成果図書 

 （１） 戸建木造住宅以外の建築物に係る成果図書 

設計の種類 成果図書 

(1) 総合 ① 建築物概要書 
② 仕様書 
③ 仕上表 
④ 面積表及び求積図 
⑤ 敷地案内図 
⑥ 配置図 
⑦ 平面図（各階） 
⑧ 断面図 
⑨ 立面図（各面） 
⑩ 矩計図  
⑪ 展開図 
⑫ 天井伏図（各階） 
⑬ 平面詳細図 
⑭ 部分詳細図 
⑮ 建具表 
⑯ 工事費概算書 
⑰ 各種計算書 
⑱ その他確認申請に必要な図書 

(2) 構造 ① 仕様書 
② 構造基準図 
③  伏図（各階） 
④  軸組図 
⑤ 部材断面表 
⑥ 部分詳細図 
⑦  構造計算書 
⑧  工事費概算書 
⑨  その他確認申請に必要な図書 

(3) 設備 (ⅰ) 電気設備 ① 仕様書 
② 敷地案内図 
③ 配置図 
④ 受変電設備図 
⑤ 非常電源設備図 
⑥ 幹線系統図 
⑦ 電灯、コンセント設備平面図（各階） 
⑧ 動力設備平面図（各階） 
⑨ 通信・情報設備系統図 
⑩ 通信・情報設備平面図（各階） 
⑪ 火災報知等設備系統図 
⑫ 火災報知等設備平面図（各階） 
⑬  その他設置設備設計図 
⑭  屋外設備図 
⑮  工事費概算書 
⑯  各種計算書 
⑰  その他確認申請に必要な図書 

(ⅱ) 給排水衛生設備 ① 仕様書 
② 敷地案内図 
③ 配置図 
④ 給排水衛生設備配管系統図 
⑤ 給排水衛生設備配管平面図（各階） 
⑥ 消火設備系統図 
⑦ 消火設備平面図（各階） 
⑧ 排水処理設備図 
⑨ その他設置設備設計図 
⑩ 部分詳細図 
⑪ 屋外設備図 
⑫ 工事費概算書 
⑬ 各種計算書 
⑭ その他確認申請に必要な図書 
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(ⅲ) 空調換気設備 ① 仕様書 
② 敷地案内図 
③ 配置図 
④ 空調設備系統図 
⑤ 空調設備平面図（各階） 
⑥ 換気設備系統図 
⑦ 換気設備平面図（各階） 
⑧ その他設置設備設計図 
⑨ 部分詳細図 
⑩ 屋外設備図 
⑪ 工事費概算書 
⑫ 各種計算書 
⑬ その他確認申請に必要な図書 

(ⅳ) 昇降機等 ① 仕様書 
② 敷地案内図 
③ 配置図 
④ 昇降機等平面図 
⑤ 昇降機等断面図 
⑥ 部分詳細図 
⑦ 工事費概算書 
⑧ 各種計算書 
⑨ その他確認申請に必要な図書 

（ 注 ） １ 建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

２  ( 1 )から( 3 )までに掲げる成果図書に記載すべき事項をこれらの成果図書のうち他の成果図書に記載する 

場合がある。 

３  「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計をとりまとめる設計を、

「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建築物の設備に関する設計をいう。 

４  「昇降機等」には、機械式駐車場を含む。 

 

arakawa-m25g
四角形



9 

 

  （２） 戸建木造住宅に係る成果図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 ）  １  建築物の計画に応じ、作成されない図書がある場合がある。 

２  ( 1 )から( 3 )までに掲げる成果図書に記載すべき事項をこれらの成果図書のうち他の成果図書に記載す 

る場合がある。 

３  「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計をとりまとめる設計

を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建築物の設備に関する設計をいう。 

４  別添二第十五号に該当する建築物については、確認申請に必要な図書のみとする。 

 

 

三 工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計に関する標準業務 

工事施工段階において、設計者が、設計意図を正確に伝えるため、前号ロに掲げる成果図書に基

づき、質疑応答、説明、工事材料、設備機器等の選定に関する検討、助言等を行う次に掲げる業務

をいう。 

項目 業務内容 

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明
等 

工事施工段階において、設計意図を正確に伝えるた
めの質疑応答、説明等を建築主を通じて工事監理者
及び工事施工者に対して行う。また、設計図書等の
定めにより、設計意図が正確に反映されていること
を確認する必要がある部材、部位等に係る施工図等
の確認を行う。 

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図
の観点からの検討、助言等 

設計図書等の定めにより、工事施工段階において行
うことに合理性がある工事材料、設備機器等及びそ
れらの色、柄、形状等の選定に関して、設計意図の
観点からの検討を行い、必要な助言等を建築主に対
して行う。 

設計の種類 成果図書 

(1)総合 ① 建築物概要書 
② 仕様書 
③ 仕上表 
④ 面積表 
⑤ 敷地案内図 
⑥ 配置図 
⑦ 平面図（各階） 
⑧ 断面図 
⑨ 立面図（各面） 
⑩  矩計図 
⑪  展開図 
⑫  天井伏図 
⑬  建具表 
⑭  工事費概算書 
⑮  その他確認申請に必要な図書 

(2)構造 ①  仕様書 
②  基礎伏図 
③  床伏図 
④  はり伏図 
⑤  小屋伏図 
⑥  軸組図 
⑦  構造計算書 
⑧  工事費概算書 
⑨  その他確認申請に必要な図書 

(3)設備 ①  仕様書 
②  設備位置図（電気、給排水衛生及び空調換気） 
③  工事費概算書 
④  その他確認申請に必要な図書 

arakawa-m25g
四角形
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２ 工事監理に関する標準業務及びその他の標準業務 

一 工事監理に関する標準業務 

前項第二号ロに定める成果図書に基づき、工事を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに

実施されているかいないかを確認するために行う次に掲げる業務をいう。 
項目 業務内容 

(1) 工事監理方針の説
明等 

(ⅰ) 工事監理方針の説明 工事監理の着手に先立って、工事監理体制その他工
事監理方針について建築主に説明する。 

(ⅱ) 工事監理方法変更の
場合の協議 

工事監理の方法に変更の必要が生じた場合、建築主
と協議する。 

(2) 設計図書の内容の
把握等 

(ⅰ) 設計図書の内容の把
握 

設計図書の内容を把握し、設計図書に明らかな矛
盾、誤謬、脱漏、不適切な納まり等を発見した場合
には、建築主に報告し、必要に応じて建築主を通じ
て設計者に確認する。 

(ⅱ) 質疑書の検討 工事施工者から工事に関する質疑書が提出された
場合、設計図書に定められた品質（形状、寸法、仕
上がり、機能、性能等を含む。）確保の観点から技
術的に検討し、必要に応じて建築主を通じて設計者
に確認の上、回答を工事施工者に通知する。 

(3) 設計図書に照らし
た施工図等の検討及
び報告 

(ⅰ) 施工図等の検討及び
報告 

設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出
する施工図（躯体図、工作図、製作図等をいう。）、
製作見本、見本施工等が設計図書の内容に適合して
いるかについて検討し、建築主に報告する。 

(ⅱ) 工事材料、設備機器等
の検討及び報告 

設計図書の定めにより、工事施工者が提案又は提出
する工事材料、設備機器等（当該工事材料、設備機
器等に係る製造者及び専門工事業者を含む。）及び
それらの見本が設計図書の内容に適合しているか
について検討し、建築主に報告する。 

(4) 工事と設計図書との照合及び確認 工事施工者の行う工事が設計図書の内容に適合し
ているかについて、設計図書に定めのある方法によ
る確認のほか、目視による確認、抽出による確認、
工事施工者から提出される品質管理記録の確認等、
確認対象工事に応じた合理的方法により確認を行
う。 

(5) 工事と設計図書との照合及び確認の結果報告等 工事と設計図書との照合及び確認の結果、工事が設
計図書のとおりに実施されていないと認めるとき
は、直ちに、工事施工者に対して、その旨を指摘し、
当該工事を設計図書のとおりに実施するよう求め、
工事施工者がこれに従わないときは、その旨を建築
主に報告する。なお、工事施工者が設計図書のとお
りに施工しない理由について建築主に書面で報告
した場合においては、建築主及び工事施工者と協議
する。 

(6) 工事監理報告書等の提出 工事と設計図書との照合及び確認を全て終えた後、
工事監理報告書等を建築主に提出する。 
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 二 その他の標準業務 

前号に定める業務と一体となって行われる次に掲げる業務をいう。 

項目 業務内容 

(1) 請負代金内訳書の検討及び報告 工事施工者から提出される請負代金内訳書の適否
を合理的な方法により検討し、建築主に報告する。 

(2) 工程表の検討及び報告 工事請負契約の定めにより工事施工者が作成し、提
出する工程表について、工事請負契約に定められた
工期及び設計図書に定められた品質が確保できな
いおそれがあるかについて検討し、確保できないお
それがあると判断するときは、その旨を建築主に報
告する。 

(3) 設計図書に定めのある施工計画の検討及び報告 設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出
する施工計画（工事施工体制に関する記載を含む。）
について、工事請負契約に定められた工期及び設計
図書に定められた品質が確保できないおそれがあ
るかについて検討し、確保できないおそれがあると
判断するときは、その旨を建築主に報告する。 

(4) 工事と工事請負契
約との照合、確認、報
告等 

(ⅰ) 工事と工事請負契約
との照合、確認、報告 

工事施工者の行う工事が工事請負契約の内容（設計
図書に関する内容を除く。）に適合しているかにつ
いて、目視による確認、抽出による確認、工事施工
者から提出される品質管理記録の確認等、確認対象
工事に応じた合理的な方法により確認を行う。な
お、確認の結果、適合していない箇所がある場合、
工事施工者に対して是正の指示を与え、工事施工者
がこれに従わないときは、その旨を建築主に報告す
る。 

(ⅱ) 工事請負契約に定め
られた指示、検査等 

工事請負契約に定められた指示、検査、試験、立会
い、確認、審査、承認、助言、協議等（設計図書に
定めるものを除く。）を行い、また工事施工者がこ
れを求めたときは、速やかにこれに応じる。 

(ⅲ) 工事が設計図書の内
容に適合しない疑いが
ある場合の破壊検査 

工事施工者の行う工事が設計図書の内容に適合し
ない疑いがあり、かつ、破壊検査が必要と認められ
る相当の理由がある場合にあっては、工事請負契約
の定めにより、その理由を工事施工者に通知の上、
必要な範囲で破壊して検査する。 

(5) 工事請負契約の目的物の引渡しの立会い 工事施工者から建築主への工事請負契約の目的物
の引渡しに立会う。 

(6) 関係機関の検査の立会い等 建築基準法等の法令に基づく関係機関の検査に必
要な書類を工事施工者の協力を得てとりまとめる
とともに、当該検査に立会い、その指摘事項等につ
いて、工事施工者等が作成し、提出する検査記録等
に基づき建築主に報告する。 

(7) 工事費支払いの審
査 

(ⅰ) 工事期間中の工事費
支払い請求の審査 

工事施工者から提出される工事期間中の工事費支
払いの請求について、工事請負契約に適合している
かどうかを技術的に審査し、建築主に報告する。 

(ⅱ) 最終支払い請求の審
査 

工事施工者から提出される最終支払いの請求につ
いて、工事請負契約に適合しているかどうかを技術
的に審査し、建築主に報告する。 
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